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日米のハイテク産業企業と成熟産業
企業の技術開発マネジメント
広田俊郎
I 序
技術変化が激化し，顧客ニーズが細分化してきた硯在，高度の技術水準を
蓄積・維持し，それを製品づくりに適用していくことが求められている。こ
のように，先進的な技術知識を蓄積し，それを製品づくりに適用していくこ
とを「技術開発」と呼びたい。日米の各企業ともこの技術開発を体系的に展
開したいと模索しているようである。このような技術開発の効果的遂行のた
めの構造づくりと管理運営を技術開発マネジメントと呼ぼう。ここで生じる
疑問は， 日本企業とアメリカ企業の間に技術開発マネジメントのパターンの
相遮があるのではないか，また，同じ日本企業についても，成熟産業企業と
，，、イテク産業企業とでは，技術開発マネジメントのパクーンが異なるのでは
ないか，そして，当然アメリカ企業についても，同様に差異が見出されるの
ではないか，という問いである。このような問題意識をもって， 日米のハイ
テク産業企業と成熟産業企業の技術開発マネジメントを検討したい。
ここで，技術開発マネジメントを，技術開発コンセプトの形成とプロジェ
クトの推進とに大きく分けることができるであろう。技術と市場の双方の新
たな動きを統合して開発コンセプトを作ったり，組織と管理，資源投入のサ
ボートによってそのコンセプトを具体化するプロジェクトを遂行していくこ
とが技術開発マネジメントの内容をなすということである。日米の各企業は
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このような技術開発マネジメントの効果的な実践を通じて，環境変化に対応
できる技術開発を行おうとしているのである。
ただし，各企業はこのような技術開発活動の組織化をそれぞれ特定の環境
条件のもとで行う。そのため，技術開発の各ステップの個々のものおよび，
それらを全体として組織化する仕方の双方は企業の直面する環境条件によっ
て影響を受けているであろう。すなわち，市場ニーズと技術シーズをもとに
開発コンセプトを作る作り方，プロジェクトの推進の仕方などの技術開発の
パクーンは，個人主義を奨励し，スクープレーヤーを育てることを重要と考
えるようなアメリカ的風土と，協調性を尊ぴ，チーム・プレーを良いものと
みなす日本的風土との間では異なってくるであろう。また，成熟化した産業
と，イノペーションが百花練乱の産業とでは，技術開発のパクーンは異なっ
てくるであろう。このように特定の環境に適合した開発コンセプトの作り
方，プロジェクトの推進の仕方がなされ，それらが結果として異なる技術開
発マネジメントのパクーンを作りあげているといえよう。
本論文のねらいは，日米の成熟産業企業とハイテク産業企業が異なる環境
条件のもとで，どのような形態の技術開発マネジメントを展開しているかを
明確化することにある。このような課題を:r節の文献レビューをふまえて，
m節で分析フレームワークの設定を行い，その後， W節で調査方法を提示
し， v節で日米のハイテク産業企業と成熟産業企業の技術開発の特性をアン
ケート調査デークをふまえつつ明確化させる。その上でVI節で日米企業のケ
ースの記述を行ったのち，珊節で日米ハイテク産業企業と成熟産業企業の技
術開発マネジメントのパターン化を図ることにしたい。
]I 文献レビュー
経営戦略の目標の設定，研究・開発の目標の設定，技術アイディアとニー
ズアイディアの交錯，技術開発課題の提示，機器・システムプラントの開
発，企業化テスト，企業化という段階を経て技術開発が遂行される（茅野ほ
か (1981)）。とくに最初のアイデアやコンセプト形成については，その創造
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のプロセスは準備，孵化，閃き，検証というプロセスをとる (Shapero
(1985)）。そして，技術的実行可能性と港在的市場需要という二つの異なる
要素についての情報が融合されるプロセスが技術開発の本質であることが強
調されている (Marquis(1982)）。ただし，その技術開発全体のプロセスは
必ずしも以上のようなステップを直線的にたどるものではなく，問題認識，
問題の定義問題解決，決定の実施という四つの段階をサイクル的に繰り返
す (Carlsson(1979)）。このような形で技術開発の流れについての議論が展
開されてきた。
このような技術開発の流れの議論とは別に，技術開発活動の個々の要素の
ある一部を特に強調していくアプローチもある。たとえば，状況把握や環境
分析は技術開発の第一歩であり，重要であると指摘される (Quinn(1985), 
Bemelmans 1979)）。技術開発を行うには，ニーズ分析，手段分析， 戦略
的目標分析などの現境分析を行うことが重要な第一ステップなのである
(Bemelmans (1979)）。中でも，発見とイノベーションの間のリードタイ
ムの長期化及びイノベーションと成熟の間のリードクイムの短期化という傾
向に基づき，現境モニターの重要性がより一層増して来たことが強調される
(Quinn (1985)）。
このような環境分析を経て，コンセプトを明確化した後，技術開発を推進
するには，それをサポートするための経営資源（エンジニアや資金）の重点
的投入が必要となる。たとえば， コーニング・グラスという伝統的ガラス産
業に属する企業が，研究開発費の重点的投下によって光ファイパー等ハイテ
ク分野へ転進していった例が紹介されている (Houghton(1983)）。また日
本やドイツの企業は企業のインフラストラクチュア，特にエンジニアの充実
のため，多くの専門家を投入しようとしてきたことが技術開発にとって好ま
しい影響を与えたのに対して，アメリカ企業は資源投入に十分な注意を払わ
ず， トップダウン式の管理を過剰に行ったために十分な技術開発成果を得て
こなかったと論じられた (Thackray(1983)）。
また，プロジェクトを推進していくうえには，自由裁量型研究のビルトイ
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ン (Christie,1983)，フレキシビリティの確保 (Ayres-Steger,1985), 
などが必要であり，管理者が中心的な役割を果たす組織ではなく，企業家が
活羅する組織 (Heane,1982)などの側面が必要となってくるであろう。開
発コンセプトを形成したり，プロジェクトを推進するという課題を精緻な計
画システムのみでのり切ることはできないということが認識されてきたので
ある。
m 技術開発マネジメント研究の分析フレームワーク
技術開発活動の開始は，技術シーズと市場ニーズの突き合わせによる開発
コンセプトの創造から行われる。具体的には，中央研究所における基礎的研
究，顧客の満たされざる夢の追求，本社と中央研究所とのコミュニケーショ
ンなど，様々な契機を通じて問題意識が作り出され，その問題解決として，
技術開発コンセプトの生成が図られる。いったん，コンセプトが明確化する
と，その事業化をめざして，開発研究と事業化が模索される。この模索は種
々のプロジェクトの形成によって実行されるが，このプロジェクトは，投入
される経営資源と，そのプロジェクトの組織編成や管理方式に影轡を受けな
がら推進が図られる。その結果，事業や商品の誕生という形で技術開発成果
が実現するであろう。
図1 技術開発マネジメント研究のフレームワーク
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ここで，資源投入や管理，組織構造は，技術開発コンセプトの段階にも影
蓉を及ぼさない訳ではない。それらのあり方は， コンセフ゜卜の形成のし方や
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コンセプトの内容に影響を及ぼすであろう。ただし，コンセプト形成の段階
においては，アイデアの模索の方により重点があり，その意味で開発コンセ
プトは市場ニーズと技術シーズにより直接的に影響されると考えられる。そ
して資源投入や管理方式の影響が本格化するのは多様なパックグラウンドを
持つ人々から成るプロジェクトの結成の後であるという立場に立って，以上
のようなフレームワークを設定するものである。
このようなフレームワークのもとに，技術開発マネジメントの構成要素で
ある市場ニーズ，技術シーズ，組織構造・管理方式，投入資源などがそれぞ
れどのような特性をもっているのかを究明し，さらにそれらの構成要素を結
合していくパクーンがどのようなものであるかを検討していきたい。
w 調査方法
筆者は日米企業を対象にした技術計画と技術戦略についての質問票調査を
行った。アメリカ企業については 1985年5月に『フォーチュン』誌掲載の
製造業売上高ランキング上位500社に質問調査票を発送し， 156社から回答を
得た。日本企業については， 1985年10月に日経 NEEDS財務デークベース
を用いてリストアップした製造業売上高上位500社に発送し160社から回答を
(1) 
得た。その分析結果は広田 (1985)(1986)に示されている。それらの分析
結果を利用しながら議論を展開したい。また，アメリカ企業•9 社に対してイ
ンクビューを試み，日本企業3社にもインクビューを行った。以上の質問調
査票への回答を通じて得られたデークの分析に加えて，筆者の行ったインク
ビューと公刊資料に基づくケース記述をもとに， 日米のハイテク産業企業と
成熟産業企業の技術開発のパクーンを明確化しつつ，いくつかの技術開発マ
ネジメント類型を提示したい。
V 日米ハイテク産業企業と成熟産業企業の
技術開発マネジメント
1. 日本企業とアメリカ企業の技術開発マネジメントの相違
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日本企業とアメリカ企業の技術開発マネジメントにはどのような相遮が存
在するのであろうか。その比較を筆者の質問調査票に対する回答に基づいて
明確化しようと試みた。その結果を先に示したフレームワークに従って，日
米企業の技術開発の各側面に開する比較にまとめて示したものが，表1であ
る。
表1 日米企業の技術開発マネジメントのプロフィール
I 日本企業 I アメリカ企業
取引企業のニーズや，社内の内 港在，先進ユーザーニーズの把
市場ニーズ 製ニーズを把握 握
コ 技術計画の原案の多くが事業部
ン
門レベルで提示されるセ
プ
卜 技術計画の原案が研究所で作成 グローバルな研究所ネットワー
晨技循シーズ されるケースが多い クを活用
的を絞った礫境モニクー
本社コントロールとアングラ研 技術計画組織なし，
プ 組織，管理 究の共存 中央研究所に権限あり，ロ
ジ 技術計画の時間幅3年 自由裁量研究
工
ク 研究者・エンジニア人員数の平 研究者・エンジニア人員数の平
卜 均971人，ただし，研究者・エン 均 1,457人
塁資源投入 ジニア人員数／総従業員比率高
し
アメリカ企業は，開発コンセプトの形成にあたって，それを技術計画の設
定というフォーマルなプロセスを通じて行うことは少ない。むしろ，事業部
の企画担当者が市場ニーズについてのイメージを形成したり，研究者・エン
ジニアがある技術の可能性についての夢を自覚したりすることから始まり，
その実現の模索を通じて，技術開発を展開しているようであった。それに対
し，日本企業は現在企業が直面している様々なレベルの状況把握を技術計画
を通じて公式的にかつ，組織的に行い，それをもって技術開発の出発として
いるようであった。基本的にフォロワー型の戦略展開をとるときには，この
ような形態をとるであろう。このように， 日本企業においては，技術開発ア
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イディア生成のプロセスについても本社コントロールが強いので，その弊害
を避ける意味でもアングラ研究もかなり多いようであ匁：
技術シーズの育て方が日米間でどのように異なるかは，日米の各企業が研
究所を設置する仕方に現われていると言える。日本企業は情報集積の中心と
なるセンターに焦点をあて，そこからの情報の発生と伝達を活用しながら，
技術知識の拡大を図るという形態をとるのに対し，アメリカ企業に関しては
情報を生成させる役割を持ついくつかのセンクーが分散的に存在している。
たとえば，広田 (1985)(1986)は日米企業の海外研究所の設置について論
じ，アメリカ企業がグローパルなスケールで世界各地に研究所を置いて幅広
い環境探査を行うのに対し，日本企業は海外研究所の大部分をアメリカに置
(3) 
き，アメリカに的を絞った環境モニクーを行っていることを示した。このよ
うな差異も日米間での技術シーズ生成の仕方の相遮を示しているといえよ
ぅ。各種の研究所の編成に関しても，アメリカ企業が分散的な研究所配置を
志向しているのに対し， 日本企業はある程度集中的な研究所配置をとってい
る，ーということにも示されるように情報生成を分散的に行うアメリカと，集
(4) 
中的に行う日本という差が見出された。
(5) 
組織については，どうであろうか。日本企業の多くが技術計画を担当する
(6) 
組織を持ち，しかもそのような組織は本社に置かれているケースが多い。技
術開発に対する本社の強い方向づけが見出せるのである。一方，アメリカ企
業は3分の1程の企業しか技術計画組織を持たず，技術開発を実際に担当す
(7) 
るものが自ら技術開発計画を立てるという休制をとっているようである。計
画的に方向を設定する代わりに，自由裁量研究を制度化して，研究員の模索
による新fこな方向の発見を期待するという側面が見られるようであった。
経営資源に関しては，日本企業の研究者・エンジニア／従業員比率の高さ
(8) 
が注目される。絶対数で言うと，その1社当たり研究者・エンジニアの数は
アメリカ企業より少な目であるが，総従業員数が関連会社等の活用により，
かなりコンパクトなものになっているからである。日本企業においては，技
術開発の集中的推進を図るべく研究者・エンジニアを本社で集中的に雇用す
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ることにしているのである。日本企業は，この高率の研究者・エンジニアを
活用してきめの細かい技術開発を行っていると言えよう。
要約していえば，アメリカ企業の技術開発は，顧客のニーズを最大限滴た
すことをめざして始められたり，研究者の自律的なアイディアをもとにした
ものであるケースが多い。この両者を統合する形で， リード・ユーザーによ
るイノペーションがメーカーに採用されるケースが数多く報告されている。
つまりアメリカ企業の技術開発は市場ニーズ，技術シーズの認識という技術
開発のコンセプト形成面の優位性を示しているといえる。反面，そのアメリ
カ企業は，プロジェクトを成功に導き，事業としても商業的成功を確保させ
るのに必要な組織的統合性が弱<,Porter(1985)が価値連鎖というコンセ
プトを用いて，研究開発からスクートして，製造，販売などの種々の活動を
統合することの重要性を強調しているのはこのような側面におけるアメリカ
企業の弱点の克服がめざされているからではないかと考えられる。
それに対して， 日本企業の技術開発は，研究者が独自に技術開発コンセフ゜
トを模索したり，顧客ニーズの満足を徹底的に追求するよう展開されるとい
うよりも，経営トップが会社の進むべき技術開発の領域を漠然とではあって
もビジョンや標語を通じて設定し，その枠のなかで研究員や営業人員がプロ
ジェクト・チームを組みながら，組織的にアイディアを生成し，スクリーニ
ングし，選択するというフ゜ロセスを経て展開されているといえるのではない
か。このような技術開発スタイルは，コンセプトが定まった技術に対して
は，プロジェクトを組んで速やかに対応できる。ただし，このようなスクイ
ルは，モデルとなる製品や事業があり，その製品を精緑化・高機能化してい
くという課題には有効であるが，独自な製品づくりを行っていこうとすると
きにはうまく機能しない可能性がある。そこで，このような問題点を解消す
るために， 日本企業はネットワークを形成して，情報を収集し，何か新たな
状況の展開についての情報を把握しようとする強烈な情報志向を見せる。こ
のような情報吸収活動を行うことによって，自生的な市場ニーズ，技術シー
ズの結合プロセスの不十分さを補っていると考えられる。
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2． ハイテク産業企業と成熟産業企業の技術開発マネジメントの相違
ハイテク産業企業と成熟産業企業の間で，技術開発マネジメントにどのよ
うな相遮があるだろうか。成熟産業企業については売上高が伸び悩み，技術
が標準化し，国際競争力が低下するという状況が現われているであろう。そ
(9) 
のような産業における戦略的競争要因はコストないし価格となってくる。一
方，ハイテク産業企業は各種ィノベーションの続出に直面しており， 技術
のドラスティックな変化，需要が急成長すると同時に質的に変化するという
事態に直面している。そこで，そのような産業における戦略的競争課題は研
(10) 
究開発や新製品開発となってくる。このように全く異なる二つのクイプの産
業に属する企業がそれぞれどのようなタイプの技術開発マネジメントを展開
しているのかを検討したい。ただし，ハイテク産業企業と成熟産業企業の区
分に当たっては，操作的には各産業の研究開発費／売上高比率に着目するこ
とにした。それは，産業に関する研究開発費／売上高比率の平均がある一定
水準を上回る産業は技術革新が積極的に追求されている産業であり，これら
の産業に属する企業をハイテク産業企業と呼ぶことは妥当であると考えられ
(11) 
るからである。
また，同様に産業に関する研究開発費／売上高比率の平均がある・一定水準
を下回る産業は，技術の変化率が低く，成熟化傾向が見られると考えられる
(12) 
ので，それらを成熟産業企業と呼ぶことにした。
このようにして区分した各産業の配分は表2と表3に示されている。 な
ぉ，ハイテク産業と成熟産業の中間に位置する産業は一般産業と呼ぶことに
表2 研究開発費／売上高比率に基づく日本企業の分類
産業分類 研売究上高開発比率費／ 1 産 業 名
，，ヽ イテク産業 | 4.3彩以上 I 医薬品，電気機器，精密機器，一部化学工業
一般 産 業 1 1.9%~4.3% 金そ属の他，化自学動工車業，造，土船石，そ・のガ他ラ輸ス送，機械， 非鉄
成熟産業 1.9％以下 食そ品の，他繊製造維， パルプ・紙， 石油， ゴム， 鉄鋼，
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表8 研究開発費／克上高比率に基づくアメリカ企業の分類
産業分類 研売究上高開発比率費／ 産 業 名
，，、イテク産業 5.0％以上 航医空薬宇品宙，一，．電部化気機学工器業， 測定機器， 事務機器，
一般産業 1.5%~5.0彩 工その，他自化動学車工，業ゴ，ム，ガ洗ラ剤ス，，産楽業器機械，金属加
成熟産業 1.5彩以下 ア紙パレ石ル油，飲，料造船，食，繊品維， 鉄鋼， 鉱業， パルプ． ' ' クハ會コ
し，ここでの比較からは省いた。
このような成熟産業企業とハイテク産業企業とのあいだの技術開発マネジ
メントについての相遮はどのようなものであろうか。まず，技術計画の計画
期間については，成熟産業企業の平均が3.5年であるのに対し，ハイテク産
業企業は4.1年と，ハイテク産業企業の方が若干長い。 また海外研究所数に
ついては，ハイテク産業企業の平均が0.8か所であるのに対して，成熟産業
企業は， 0.4か所，というようにハイテク産業企業の方が多い。これらのこ
とは，ハイテク産業の方が環境の変化の度合いが大きく，その対応には，計
画的に事を進める必要があること，グローバルな情報‘ノースが必要なことか
ら生じているといえるであろう。
研究者・エンジニア数，研究開発費／売上高比率とも圧倒的にハイテク産
業企業の方が高い。技術計画を中心になって策定する技術計画組織について
は，成熟産業企業， 81社中， 50社が保有していると回答しているのに対し
て，ハイテク産業企業では， 94社中， 97社が保有していると回答しているこ
とから分かるように，ハイテク産業企業の方がやや多く技術計画組織を持っ
ている。これもハイテク産業企業の方がより強く，計画的に技術開発を推進
することの必要性を認識しているからだと思われる。
また自由裁量型研究については，「そのような研究を支持しない」， 「アン
グラ研究として存在する」という回答は成熟産業企業とハイテク産業企業に
同程度の比率であったが，「公化式されている」，ないし「奨励している」と
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いう回答はハイテク産業企業に多かった。これは，方向性を予め提示しない
研究開発の必要性の程度が，ハイテク産業企業においてより強く意識されて
いるからだと思われる。
以上の対比を表にまとめたのが表4である。
表4 成熟産業企業とハイテク産業企業の技術開発マネジメント
I 成熟産業企業 | ，，、イテク産業企業
自由裁量研究はアングラ研 自由裁量研究を公式化
コンセプト形成 究という形態をとる 中央研究所＋様々な部門別
研究所，海外研究所
技術計画の時間幅短期 高い研究者・エンジニア／
プロジェクト推進 総従業員比率
技術計画の時間幅長期
3. 技術開発マネジメントにおける重要課題
以上のように，日米の企業間やハイテク産業企業と成熟産業企業との間
で，それぞれ技術開発の重点の相違が見出された。次に，対象を日米のハイ
テク産業企業と成熟産業企業という 4グループに分け，それらのグループ間
にどのような技術開発マネジメントの相遮が見られるのかを検討したい。そ
のために，筆者の質問票において， 「種々多様な研究開発プロジェクトを運
営していくうえで極めて重要な問題としてはどのようなものがありますか。」
という問いを提出していたが，それに対する答えを検討していくことにす
る。この検討により日米のハイテク産業企業と成熟産業企業が技衛開発マネ
ジメント上，最も重要と考える問題を明らかにすることができるであろう。
ただし，この問いに対する回答を，本論文の研究フレームワークにしたが
って，市場ニーズ，技術シーズ，組織・管理，投入経営資源という四つの側
面に区分してみることにした。市場ニーズに関しては，現在どのような顧客
がどのような用途とアプリケ・ーションの必要性を感じており，どのような悩
みを持っているか，また潜在的にどのような顧客があり得，彼らはどのよう
な願望を持っているか，などを把握する必要がある。技術シーズに関して
日米のハイテク産業企業と成熟産業企業の技術開発マネジメント（広田）（429)絡
は，現在の基幹技術をもとに，どのような展開があり得るか，マイクロエレ
クトロニクス，パイオテクノロジー，新素材などの新技術がどのような可能
性を提供しているか，などを理解したうえで育成していく必要がある。管
理，組織上の問題については，プロジェクトの形成の仕方，その運営の仕方，
その場合の成果の基準を理解する必要がある。最後に，プロジェクトの推進
のために，研究者や資金などの経営資源を獲得したり，活性化するうえで，
どのような問題を持っているかを検討する必要がある。
このように，問題認識（市場ニーズ），技術の掘り起こし（技術シーズ），
表5 技術開発マネジメントにおける重要課題
I 日 本企業 I アメリカ企業
(1) 'ニー ズの明確化 (1) 新製品の潜在的需要，市場は
適当な時に生じてくる，クイ
ミング
(2) 開発優先順位の決定 (2) 競合プロジェクトの選択，研
開発テーマの設定 究開発努力の絞り込みと創造
，，、イテク 的自由性の両立，発明•発見
(3) 推進チェック・システム（中 ・開発の区分
産業企業 間報告システム）， 経営トッ (3) 戦略的焦点，戦略的統合，本
プの支持，管理権限の委譲， 社戦略との関係，変化への対
会議の場より開発硯場を重視 応の柔軟性
(4) 優秀な人員を社内に定着させ
(4) 人材と資金の確保 ること，動機づけ，創造性の
促進と確保
(1) 企業化へのクイミング (1) 正確な市場ニーズ把握，規制
(2) 研究テーマのスクリーニング 変化への対応，製品改良
と評価，研究開発テーマの選 (2) 会社基盤技術の中で，発展性
択・設定 のある適当な技循の発見，研
成熟産業 (3) 一定期間毎の見直し 究の製造と販売との連携
企業 研究のプロセス管理と計画の (3) プロジェクトが学際的，技術
改訂，開発目標の具体化 サーピス的，消化作業的研究
(4) 人材の組合せ，配置，研究開 開発，分権化された研究開発
発費用の取得，社外研究機関 体制が短期的研究開発を要求
との連携 (4-) 資源配分，資金の裏付け
(1)市場ニーズ (2)技術シーズ (3)管理 プロジェクト 組織 (4)資源投入
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管理・組織・プロジェクトを通じた両者の結合，資源の手当て，という四つ
の側面は開発コンセプトを作り，プロジェクトを推進していく上での基本的
側面である。それらについての問題を各要素毎にまとめ， 日米のハイテク産
業企業と成熟産業企業とに区分して示したものが表5である。
市場ニーズの質については，従来なかったような新製品を生み出したり，
今までの製品のあり方を変えるようなイノベーション，あるいは予めその内
容が不明確な決定問題，不確実性などの問題がハイテク産業企業についての
問題を特色づけるのに対し，ある程度方向性の定まったイノベーションが成
熟産業企業の問題を特色づけると言う対照的な関係があることが分かる。
さらに，資源の手当てに関しては，ハイテク産業と成熟産業の間には，前者
が有能な研究者やカギ情報などの資源をいかにして獲得するかが重要な問題
であると考えているのに対し，後者は社内にすでにある資源をどう配分する
かが中心的な課題であると見なしているという相遮があるといえよう。
管理・組織については，ハイテク産業企業と成熟産業企業の差よりも， 日
米間の差のほうが明白であるように思われる。日本企業は，比較的本社のコ
ントロールが明確である。それに対し，アメリカ企業は自律性を尊重した管
理を行っているといえよう。
以上のような諸点が日米のハイテク産業企業と成熟産業企業の技術開発マ
ネジメント上の重要課題である。このような重要課題に対応すべく，どのよ
うなタイプの技術開発が展開されているのであろうか。ケースの検討の後と
り上げたい。
VI 日米企業のケース
1. シャープ株式会社（日本・ハイテク産業企業）
シャープは1984年度の売上高が 7,565億円で，従業員22,821人を擁し，電
気機器を主体としてOAやHAに展開しようとしている企業である。シャー
プは家電業界にあっても，技術開発意欲の高い企業という特色を持っていた
が， 1964年に世界で初のオールトランジスクダイオードの電子卓上計算機
日米のハイテク産業企業と成熟産業企業の技術開発マネジメント（広田）（431)伍
「コンペット CS-lOA」を開発して以来，激烈な電卓の開発競争に突入して
いった。その競争の過程で電卓の心臓部はトランジスクから IC, LS Iへ
と変化していった。この電卓事業の競争に勝ち抜くには， ICの内製が不可
避であると判断した同社は， IC製造技術を導入し，その後も LSI技術に
チャレンジするとともに，電卓に必要な液晶や太陽電池の技術を育成し，そ
れらを電訳機，ボケットコンピューク，パソコ・ン， ワープロなどのOA機器
事業に発展させていった。
その過程で， 1970年に開催された大阪の万博へのパピリオンの出館を断念
し，その資金で天理に中央研究所を作った。このエピソードは， 「千里より
天理」と言われ，同社の技術蓄積に対する強い情熱と姿勢を物語っている。
また筑波万博の時にも，パピリオンを出館せずに，東京と筑波の中間に位置
する柏市にニューメディアの研究所を作るなど，研究開発施設の充実を行っ
てきた。
組織に関しては，本社の技術本部のもとに，材料・デバイス・システムを
中心とする中央研究所，半導休の材料や素子技術の半導体研究所，ニューメ
ディアを研究する東京研究所，ならぴに生産技術研究所をおき，また一方で
各事業本部に付設する形で，電子機器研究所，電化システム研究所，音響機
器研究所，エネルギー変換研究所，産業機器研究所などを置くというように
研究所の分散化も図っている。ただし，このように分散化した技術開発活動
は「セクショナリズムの弊害」を生み出しかねないことから， 「総合技術会
議」を開催するようにしている。毎月一回天理市の本社にある総合開発セン
クーに全国七事業本部の本部長が集合し，それぞれの事業本部関係のプロジ
ェクト・テーマを提：出し，検討を行うことを通じて，全社的な技術プロジェ
クトの調整を図ろうとしている。
また，技術開発力を持たせるため，「緊急フ゜ロジェクト」制度をおき，緊
急の課題に対して社長命令によって決めたリーダーが現在の組織にこだわる
ことなく，欲しいと思う人材を指名してプロジェクトを結成し，対処すると
いう方法をとっいる。その他ER（エンジニアリング・ローテーション）制
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度を通じて，視野の広いスペシャリストを育成するため，意識的に技術者の
配置替えを行うローテーションも行っている。
同社の技術開発体制の特色の一つは，技術本部のサイドに技術シーズの育
成・適用を追求するニューテクノロジー委員会を設置していることである。
そして，同委員会を通じて，ニューメディア， OAなど種々の新技術の適用
可能性の検討を行っている。また，事業本部のサイドに市場ニーズの汲み上
げ，展開を追求するニュー。ライフ，ニュー・ビジネス委員会を設置してい
る。ニューテクノロジー委員会とニュー・ライフ，ニュー・ビジネス委員会
の両者は総合技術会議を通じて公式的に調整されている。また必要とあらば
緊急プロジェクトを通じて技術と市場の動きを反映しながら，一気に事業化
を図る体制がとられているのである。
2. 東洋醸造株式会社（日本・成熟産業企業）
東洋醸造は1984年度の売上高が669億円で従業員1,844人の企業である。同
社は食品産業の酒類部門に分類されているが，医薬品，酒類，食品，飼料・
動物薬の製造・販売を主力とする醗酵化学工業の総合メーカーである。同社
は1920年清酒，合成清酒，洋酒の総合酒造会社として株式会社形態をとっ
た。戦後，米不足の折，•清酒の製造が思うようにいかなくなった。そこで清
酒等の不要不急の製品の生産はできるだけ控えるという「国策」の一環とし
て，ペニシリンの製造を始めようとし， 1947年その製造許可をうけ，生産を
開始した。清酒の醗酵とペニシリンの生成とは，醗酵技術の点で関連性が強
く，設備的にも類似する点が多かったからである。また当時は衛生状態と栄
養状態が悪く，そのためペニシリンに対する二．ーズが非常に強かった。この
ような技術的関連性と需要の存在という事情をふまえて，ペニシリン製造に
参入したのである。当時，ペニシリン製造に参入した企業の数は200社にも
上ったが，まもなく生じたペニシリン・ショック事件を機に多くの企業が撤
退していった。しかし，その中でも，同社はペニシリン製造を継続していっ
たのであった。その間ペニシリン事業は必ずしも，高い収益をあげているわ
けではなかったが，酒類事業，特に合成清酒事業に基づく収益があったこと
日米のハイテク産業企業と成熟産業企業の技術開発マネジメント（広田）（433)47
が事業の継続を可能にした。
このように，同社には，従来の保有技術を基盤としてペニシリン技術を蓄
積したというように，手がける製品に関連する技術の各段階のスキルを丹念
に獲得していこうとする姿勢と社風が見られる。このような姿勢は合成清酒
の原料であるグルタミン酸ソーダ技衛に対しても見出される。すなわち，合
成清酒の原料はプドウ糖，琥珀酸，酒石酸グルクミン酸ソーダ等であった
が， 1958年旭化成工業と資本提携を行い，それとともに，グルタミン酸ソー
ダの製法の研究を依頼された。そのため，グルクミン酸ソーダの技術を自社
で手がけることになった。このように，自社で技術を開発・蓄積しようとす
る姿勢を持つ半面， 1963年自社のペニシリン製造法の3倍もの生産性がある
製法をイギリスBCL社から技術導入したケースや旭化成工業との提携関係
からもうかがえるように，外部の技術や資本にもォープンでフレキシプルな
姿勢も持つていた。このように，技術導入や試行錯誤を通じて自社内に技術
力を蓄積していこうとする考え方は，後に述べる一部のアメリカ企業が「優
れた技術は，市場で購入できる」と考えているのと大きな遣いであると言え
よう。
以上のような動きとは別に， 1963年花木酒造を傘下におさめ，富久娘酒造
と改称し，清酒「富久娘」の販売を開始した。本業からしだいに医薬品事業
への進出を図る一方で，酒類事業も拡張していったのである。
医薬品事業については， 1976年に国産初の合成ペニシリン (t;APA)の製
品化に成功し（バイオテクノロジーヘの関与の開始）， 1976年には品質管理
センターを置き，神島抗生物質製剤工場にGMP基準にともなう施設の設置
を完了し，本格的な医薬品メーカーヘと変身していった。
しかし，このように，酒類メーカーからの変身の模索が高額の研究開発支
出を伴うがために， 1975年に同社は欠損を出す破目に陥った。これは，医薬
品事業の強化などの新規事業育成の積極策に伴う一時的に止むを得ない現象
であるとも考えられたが，食品事業と医薬品事業と•いう異質な事業を経営す
る組織構造にも問題が見出された。そこで事業部制を採用して，酒類営業本
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部と薬品営業本部とを置き，それとともに，生産施設及び技術を統合的に管
理するため，生産技術本部を設け，生産技術部をおいた。また新薬の研究開
発体制を強化するために，研究開発本部を設け，新たに開発企画部を置い
た。さらに翌年の1976年，研究開発本部のもとに研究所を置き，基礎研究グ
Jレープ，研究プロジェクトチーム，技術開発グループ，生物研究グループ，
と区分していたものを研究開発本部のもとにリサーチ・センターを置き，そ
のもとに医薬品研究所，製剤研究所，安全性研究所，生化学研究所を置い
た。このような休制をもとに， 1981年には，高齢化社会をひかえて需要増加
が予測される骨粗しょう症に対する予防薬としての合成カルシトニン製剤
「エルシトニン」を発売した。この製品の開発にあたっては，当初浜名湖の
ウナギから有効成分を抽出しようとしたが，この組成がアミノ酸（ペプチド）
であることから，保有していた技術に加え，女性ホルモン剤の研究を活かし
開発に成功したものである。
さらに， 1982年には医薬品を除く医療関連分野での硯有事業と新規事業の
展開をより積極的に推進するため， メディカル事業本部を設けた。このよう
に幅を加えた組織体制のもと酒類事業では，折からの焼酎プームに応え，「ハ
ィリキ」を発売した。 1985年には，医薬品の開発を押し進めるための医薬開
発センターが設置され，従来からあったリサーチ・センターに加え，量産化
の検討を行う技術開発センターと並んで同社の活性化の体制が形作られた。
2. 東洋紡績株式会社（日本・成熟産業企業）
東洋紡績は， 1985年度の売上高が 3,489億円で従業員数10,665人という大
企業である。東洋紡績は1950年には，綿紡績業の雄であり，かつ製造業売上
高第1位であった。しかし，構造不況と呼ばれた紡績業の苦難が1952年頃か
ら始まり，新しい技術の革新と改善，付加価値商品の創造，操業の合理化，
工場設備の近代化等への取り組みがなされた。 1957年には合成繊維に取組
み，アクリル繊維「エクスラン」の事業化を行った。 1960年には製造業売上
高22位となったが， 1961年ボリプロ繊維「パイレン」， 1962年ボリエステル
繊維「エステル」等，大型合繊の技術導入を実施，続いて自社技術革新によ
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るボリノジック「クフセル」，スパンデックス繊維「エスパ」，プロミックス
繊維「シノン」と次々に事業化していった。 1966年には呉羽紡との合併によ
り，ナイロンも戦列に加え， 合繊事業の確立を見た。一方でレーヨン，ス
フ，パルプ事業はこれに伴い廃止に至った。
1972年には製造業売上高35位であったが， 1973年のオイルショックで繊維
業界は大打撃を受けた。そのため，プラスチック，生化学を始めとする新規
事業の展開も図られた。ただし，そのような試みもすぐには効果を見せず，
1982年には製造業売上高87位と退潮を経験してきた。本業の繊維産業が成熟
化してきたことの結果とはいえ，このような沈滞した状況を打開しようと前
述したプラスチック，フィルム事業を伸ばすべく，技術開発および組織改革
が試みられた。 1931年に設立された中央研究所において様々な研究開発がな
されたが，厳密な管理がなされたわけでもなく，かえってそれがうまく作用
して，技術的にはいくつかの成果を上げていた。研究所は本社と離れてお
り，それが研究所におけるボトムアップ的な研究開発に寄与したという。同
社の技術開発は脱繊維という方向に向けられていたが，同社の技術の流れに
は絶えず連続性があった。たとえば，戦後，紙不足の折り，国策により，パ
ルプ事業へ取り組むことになったが，前述のように最終的には事業的にうま
くいかず撤退した。しかしバルプの技術を経て，酵母技術を育成し，それが
硯在の医薬事業に進出する基礎を形成した。また，当時夢の繊維といわれ
た「パイレン」は事業的には失敗したが，その技術は現在の包装用フィルム
に生かされている。
．このように，同社は結果的には連続性を生かしながら，技術体系を発展さ
せてきたのであるが，その展開の過程では，新たに技術を開発しようとする
とき，様々の誤解や反対が顕わになることがあったと言う。そのことを，同
社に•おける感光性樹脂版材を用いた印刷システムの開発例をとりあげ，検討
してみよう。プリンクイトの開発の責任者は江藤国臣氏であったが，彼は，
1971年に「機能性高分子調査グループ」のテーマの一つとして感光性樹脂版
材の開発と調査を開始し，翌年には，水で現像するという水可溶など開発目
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標を明確に設定し，水可溶性特殊ナイロンの分子設計の基本実験を開始し
た。開発の初期に，そのような技術の成功はありえないということで企画部
より「全否定」という態度の反対を受けたが，開発の担当者である江藤氏は
そのような反対を無視したと言う。江藤は，そのとき「一人称で語る」とい
う心構えがなければ，研究プロジェクトを到底成功に導けなかっただろうと
言っている。
江藤は応用研究段階の人員を増強しながら，水溶性の特殊ナイロンの合成
の開発に取り組む一方，将来期待されるユーザーに製品開発の意義を聞いて
回った。 1973年，遂に水溶性の特殊ナイロンの合成に成功し，次のステップ
として，樹脂版の作成に取り組み始めた。それには，ユーザーのニーズを把
握する必要があるので，印刷会社を直接訪問して，樹脂版に必要な要件はど
のようなものであるかを研究した。
1975年，某印刷株式会社の中央研究所と情報交換の秘密契約を取り交わ
し，同所ヘサンプルの総合評価を依頼した。その評価書をもって，同研究所
所長が東洋紡の研究所を訪れ，感光樹脂版の高性能を指摘した。このように
外部の専門家の注目を集めるような技術は有望であると判断されたこともあ
り，東洋紡における社内ベンチャーとしての研究開発プロジェクトとして，
感光樹脂版プロジェクトが正式に実現し開発体制が整った。そして，試験製
版機を購入し，樹脂製造のノウハウを固め，販売代理店設定などを行ってい
った。 1972年事業化に漕ぎ着け，商品名はプリンタイトとした，o 同製品は，
現在印刷材料事業部で取り扱われているが，今後の成長産業である「情報・
印刷」分野への拡大の突破口を聞いた意義は非常に大きいと言えよう。
このように，東洋紡の種々のセクションで技術の新たな展開が色々な形で
試みられたと言えよう。しかし本業である繊維産業の退潮も一段と深刻化し
てきたので，このような状況の打開をはかるため1983年SBU制の導入がな
された。同社においては， SBU(Strategic Business Unit)は大企業が陥
りがちな官僚主義や機動性の欠如を小事業単位ごとの管理運営で乗り切ろう
とするものである，と位置づけられた。具体的には，各事業を21のSBUに
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分けた。各SBUには設備投資計画から生産，マーケティング，販売宣伝に
いたるまですべての責任と権限を持たせようとするものである。構造不況業
種からの脱皮と先端技術分野への進出をめざして多角化を行っていくに際し
て，各SBUの収益性と成畏性次第でその事業の存廃を見極めようとすると
ともに，・各事業の活性化をめざすものであった。プラスチック・新規事業部
の売上に占める比率は1975年の2.8彩から 1983年には11.6彩に達し，利益ヘ
の貢献から言えば，繊維部門を上回るに至った。現在， 「ハイテクに支えら
れた生活産業。売上高5,000億円，経常利益280億円で繊維以外の比率を35彩
に」という1990年ビジョンが示され，発展が図られている。
また，研究所の組織も1985年に改められた。そのときまで，東洋紡の研究
開発の拠点となる総合研究所は，繊維，プラスチック，…，と製品分野別に
組織されていた。約50億円を投じて新研究棟を作ったのを機に，総合研究所
の機能を二つに分けた。一つは，将来に向けて新規に技術を作り出す機能で
あり，このために，合成重合，ポリマー加工系，生化学，調査，成形・加工，
エンジニアリング，評価・分析などの基幹技術に関して機能別のグループを
作り上げ，短期志向の研究にならないようにした。またもう一・つの機能は具
休的な商品づくりであり，事業化が有望なテーマが基礎研究から現われる
と，開発プロジェクトと呼ばれるチームを作り，別途予算を付けるようにし
た。現実には，開発プロジェクトの内容のうち，少なからざる部分がエレク
トロニクスとバイオテクノロジーの開連分野である。ただし，プロジェクト
に属する研究者は，上の基幹技術のいずれかのグループに所属させ，基幹技
術と開発プロジェクトのマトリックス的組織で研究開発休制を運営しようと
している。
4. テキサス・インスツルメンツ社 (TexasInstrument) （アメリカ・
ハイテク産業企業）
テキサス・インスツルメンツ社（以後TIと略記）は1984年度の売上高が
57億4,100万ドル (1兆円弱）で，全米で製造業企業中第63位である。従業
員86,563人を擁する半導体デバイスの代表メーカーである。 TIは1930年
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に石油等の探査サービス会社として設立され，高度の地球物理学の知識を適
用して探査業務を行った。その後探査業務に関連した製品のエンジニアリン
グと製造にも乗り出し，「TIは世界中の顧客のニーズを満たす有益な製品
・サービスを創造し，製造し，販売するために存在する」との目標を掲げ
た。当時，掘削作業を行うのに，真空管を用いる必要があったが，掘削作業
は震動を伴うので，すぐに真空管は使いものにならなくなった。 そこで，
それに代わりうるものはないかという痛切なニーズを感じていた。一方，そ
の頃，ベル研究所のブラテン＝バーディーン＝シ ョックレー (Brattain=
Bardeen= Shockley)らがトランジスターを発明した。 TIは，それが震
動にも強い真空管の代用物になることを知り，その分野での発展の可能性が
極めて高いと判断してこの分野に参入することにした。そこで，ペル研究所
の特許権を保有していたウェスタン・エレクトリック社から特許使用権を得
るとともに，製品を実際に作り上げるエンジニアリング・グループの創設，
半導体の物質とデバイスに焦点をおいた研究所の設立を行った。
その後，アメリカの代表的な半導体デバイスのメーカーに成長した TI
は，革新の制度化というミッションを持った計画・実行システム (0STシ
ステム）を運用している。 OSTシステムは「革新を制度化する」と言う企
業「目的」 (Objective)，それを実現するための「戦略」 (Strategy)，そし
て戦略を実施するための活動計画や戦術 (Tactics) という 3つのレベルか
ら成り立っている。 0が目的， Sが戦略， Tが戦術を指す。 ある一つの O
（企業目的）のもとに，それに対応するs（戦略）を関連づけ，そして個々
の戦略に対応するT （戦術）を関連づけていく。ここで，「目的」には企業
目的と事業目的があるが，企業目的のレベルに関しては，従来のあり方とは
一線を画した変化（ステップ関数的変化，非連続的変化）をもたらすことが
期待されるようなものが設定される。その意味でOSTシステムは革新を制
度化したものとなっているのである。具休的には，同社のすべての研究開発
活動が，何らかの目的に属し，その目的のもとにいくつかの戦略が設定され，
さらにそれらが戦術・活動計画に分けられているのである。
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このようなOSTシステムの各レベルの課題は，ライン組織の各階層に割
り当てられ，各ライン組織のメンバーが各レベルの活動の計画機能を担うこ
とにしている。「実行者が計画するという原理を堅持する」ことにより，各
ライン組織の管理者は二重の役割を持つことになる。一つは業務的なもので
あり，他方は戦略的なものである。それを同社では，誰もが業務と戦略とい
う二つの帽子をかぶっていると評している。ただし，戦略的な業務を実践す
るには，他の部門のマネジャーとの調整が必要になるという意味において，
これはマトリックス組織的な性質を有しているといえよう。
TIはOSTシステムという戦略的方向づけを休系的に行う仕組みを持つ
ばかりでなく，研究者の自律性を最大限に発揮させるための IDEAシステ
ムとよばれる仕組みも持っている。 IDEA は Identify, Develop, Ex-
pose, Actionの最初の文字を取ったもので，ある研究者が新プロジェクト
のアイデアを思いついた場合，社内の IDEA代表者と呼ばれる人に研究提
案を行い（上司であるとは限らず，上司以外のものを選ぶことが奨励されて
いる）， IDEA代表者の承認のもと，パートタイムであっても公式的に自由
な研究を行うことを可能にする制度である。 TIの研究費総額 4億ドルの
内， 100万ドル(40件分）がこの種の研究のために用いられている。このプロ
グラムの重点は資金的なものという点によりも，パートタイムでもそのよう
な研究を行うことがオーソライズされるということに置かれている。個人レ
ペルでの自由な模索に加えて，部門レペルでの探索的研究については， Wild
Hare（野ウサギ）システムという，使途の自由な研究資金を設けることに
よって活性化を図っている。
TIの研究組織には全社レペルのものと，事業本部（グループ）レベルの
ものとがある。全社レペルの研究所としての CorporateResearch Labに
は Material,Process, Computer Scienceの各研究所があり，基礎研究
を行っている。もっとも研究プロジェクトの20~25％は政府や事業本部から
の委託研究である。同じく本社レベルの CorporateEngineering Center 
は新たに出現してきた技術が製品に応用可能かどうかを研究する。そのセン
54(440) 第 32 巻第 6 号
ターは試作の段階までは行うが，商品化するかどうかの決定は，製品事業部
に委ねられる。
事業本部レベルには，半導体，政府エレクトロニクス，デジタルシステ
ム，産業システム，素材＆コントロール，地理などのグループ毎に研究所が
あり，少なくとも50％以上の努力をそのグループに関連した製品開発にあて
ている。ところが，各グループ毎に研究能力の手蒲な所と強い所とがある。
たとえば，半導休グループにおいてはデザインオートメーションの重要性が
高いので，全社のデザインオートメーション研究がそこでなされる。できあ
がったものを技術移転するときは，それを技術移転するのに伴う経費を受け
入れ先が払う。ただし，研究費を回収するべく受け入れ先に負担の一部を求
めることはしない。それは同じTIマネーを使って研究した成果であるか
ら， TIの各部門はその成果を利用できる権利があるという考えに基づいて
いる。
5. バトラー・マニュフアクチャリング社（Butler Manufacturing) 
（アメリカ・成熟産業企業）
バトラー・マ:::.ュフアクチャリング社は 1984年度の売上高が4億2,800万
ドル（約1,000億円）で，全米の製造業企業中， 494位の企業であり，従業員
は3,048人である。同社は金属製品を製造しており， 1902年に創立された。
本社はカンサス市（ミズーリ州）にある。同社の技術開発はニーズ志向であ
り，利用可能な技術を応用し，従来十分に満たされてこなかった顧客需要に
応えることをねらいとしている。その例としては，塗装済型鋼， Z型鋼，プ
レ・エンジニアリングなどがある。同社は建築材料として顧客のニーズに合
致した製品を作り出すには顕客のニーズを掘り起こす必要があることを認識
し，そのために建築業者を集めて毎年1回顕客の大会を自社の費用で開催し
ている。その大会において有益なアイディアを得ることを期待しているので
ある。
同社では新製品開発フ゜ロジェクトのアイディアの多くは，事業部で提示さ
れ，研究クりレープによって実現可能かどうか， もし可能であるとすればコス
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トはどの程度であるかなどの評価が行われ，その結果が良さそうであれば，
そのプロジェクトが承認されるというステップを踏むことが多いという。
日本企業については，金属加工業の企業自らがエンジニアリング技術を育
成しているケースも多い。しかしバトラー社にも見られるように，一般にア
メリカ企業は，よい技術は市場で調達できるものと考えているケースも多
い。たとえば，同社は製造力の強化をめざして， CAM(Computer Aided 
Manufacturing)に取り組んでいるが，その取り組みにあたっては， CAM
マネジャーをおき，それに外部の Allen-Bradley社， GE社， IBM社な
どCAMの実施に必要な機器の納入企業から人を派遣してもらいつつ，その
課題に取り組むという仕方をとっている。外部にある技術力を最大限生かす
ことを考えるのである。たとえば，アラバマの Birmingham工場ではCA
Mマ•ネジャーがタスク・フォースを組織し，システム・グループから人を派
遣してもらったり， DECにソフトウェアを依頼したり，アレン＝ブラッド
リー社 (Allen-Bradley)にコントロール装置の自動化を依頼するという形
で，課題に取り組んでいる。その他，プラントエンジニアリングの人もそれ
に参加して，パイロットプロジェクトを成功させようとする。うまく成功し
た場合には，他の工場にその経験を次々と移転していこうとしている。
このように，同社の製造技術フ゜ロジェクトの初期段階の推進はかなり集中
的になされ，それが全社的に移転されるという形態をとる。また同社はいか
なる意味においても素材技術の開発研究はしていない。それらの技術につい
ては，供給業者の開発力に依存するようにしている。
6. ウィルソン・フーズ社 (WilsonFoods Corporation)（アメリカ・
成熟産業企業）
ウィルソン・フーズ社は1984年度売上高が18億8,300万ドル（約4,000億円）
で第192位の従業員5,400人を擁するハム等肉製品処理企業である。ウィルソ
ン・フーズ社の前身はウィルソン社 (Wilson& Co., Inc.)であり， 1925年
に設立された。同社は当時，スボーツ用品，医薬品などをもつ多角化した企
業であったが， 1967年コングロマリットのLTVによって買収された。ウィ
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ルソン社はキャッシュ・フローの額が大きく，それがLTVにテイク・オー
パーの対象として着目された所以であった。 LTVは価値の高いスボーツ
用品事業をペプシコに，そして医薬品事業も他社に売却してしまい，ウィル
ソン社は肉製品だけの企業になってしまった。そのうえLTVはその肉製品
だけになった企業をも売却しようとしたが買い手が現われなかったので，同
社を 5社に分割し，買手が現われるのを待った。結果的には， 1973年にその
5社をふたたぴ合同させウィルソン・フーズ社とした。そして1981年，最終
的にウィルソン・フーズ社の全株式をLTVの株主の何人かに売却してしま
った。このような過程を経て同社はやっと独立会社にもどることができたの
であった。現在，同社は食肉包装業者の最大手の一つであり，全米でも第一
位の豚肉処理業者である。業績不振の結果，破産の危機にも瀕したことがあ
り，また，乗っ取りにあって全社事業を切り刻まれた痛ましい経験があるた
めか，オフィスの通路にはその日現在の同社の株価が掲示されている。
同社は二つの中心的な事業を持っている。第ーは豚肉処理業であり，全米
の中で豚肉の10数彩は同社によって処理されている。第二はハムなど肉類の
パッキングである。このように，以前と比較すると事業を限定しているが，
それらは必ずしも順調ではない。そのため，本業そのものの再編成を進め
ている。たとえば， 1984年には，採算の採れないミネソク州にある Albert
Lea工場を CornBeltMeats, Inc．に売却した。ただし CornBeltMeats, 
Inc.は引続き Wilsonのプランドで包装食肉を製造するという契約を結ん
だ。また同様に Iowaの CederRapids工場を CedarRapids Meats, 
Inc.に売却し，上と同様の取り決めを行った。現在の所，同社は全米で9
つのプラントとニュージーランドに 1つのプラントを持ち，包装食肉と処理
の一貫生産を行っている。
同社の研究開発活動の多くは既存製品の改良やプロセスの改善をめざした
ものである。たとえば，消費者のニーズをよりよく満足させるような新製品
を作り出したり，業務の効率化が可能となるような生産設備が入手可能にな
れば，それを購入して製造プロセスを改良しようとしている。食品の添加物
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に関する研究を行う場合もあるが，研究の基本は，あくまでも製品の品質の
改良や，生産効率の改善にある。このような領域におけるイノベーションの
多くは，本社に設置された研究所で研究を行う。そのうえで，各工場の持っ
ている技術サービス部門や品質管理部門を活用して，得られた結果をまず一
つの工場で実施し，成功すれば，その結果を人材の派遣またはプロトコルの
伝達という形で次々と他の工場に伝えていくという仕方で技術移転を図って
いる。
ウィルソン・フーズ社の、イノベーションの特性ゆえに，公式的な技術計画
や長期計画を設定して，長期的な観点から技術開発に取り組むということは
あまり行わない。いわば，今日ないし明日起こるだろうことにより強い関心
を持っているのである。同社にとって，技術計画とは，技術担当のトップ
が， 日頃同社として追求すべき技術領域，将来必要とされるであろう技術な
どをめぐって考えていることそのものなのである。あまりフォーマルな形で
は計画が定式化されていないのである。ただし，政府の規制（安全衛生，食
品添加物，など）は変化しやすいので，それにどう対応するかは極めて重要
な問題であり，研究開発担当の副社長 (VicePresident)は規制情報などの
情報収集を行いつつ計画的に対処を行うようにしている。
日本の精肉メーカーのうち，少なからぬ数の企業がバイオテクノロジー等
の研究に着手し，製品開発にも熱を入れだしている。ところが，アメリカの
成熱産業においては，このような活気は見出されなかった。現在の製品・事
業に限定して，事業経営を行っているという傾向が支配的なのである。 も
し，成熟産業企業が社内にハイテク部門を持つことになれば，絶好の乗っ取
りの対象となってしまうおそれがある。ところで，実際に乗っ取りにあえ
ば，ハイテク部門だけ切り離されて売却されてしまうので，そのハイテク部
門はもとの企業を活性化するという機能を全く果たさないことになる。この
ように，アメリカ企業の意欲的な研究開発活動は，社内を活性化する前に，
企業取得をねらう層の関心を引きつけてしまうという側面を持つのである。
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VI 日米のハイテク成熟産業企業と産業企業の
技術開発マネジメントの類型
アンケート調査にもとづくデータの分析とケース記述をふまえて，日米の
ハイテク産業企業と成熟産業企業についての技術開発マネジメントの類型化
を試みたい。その類型化のまとめを示したのが表6である。
表6 技術開発マネジメントの類型
I 日 本 企 業 アメリカ企業
進化型技術開発 プレークス］レー型技術開発
(1) 急激な価格低下への対応，新 (1) 製品コンセプトの変化，参入
製品開発 のタイミング
，，、イテク (2) 経験曲線（急激なコスト低下） (2) 技術ブレークスルー，技術リ
(3) 本社の方向づけによる公式的 ーダーシップ
産業企業 革新プログラムとアド．．ホッ (3) 研究者の自律性を公式的に許
クなプロジェクト・チームと 容した組織複合的な研究所
の併存 組織
(4) 人材と資金の確保 (4) 良い研究者の確保，動機づけ
転移型技術開発 焦点型技術開発
(1) 活性化めざしての企業間競争， (1) コスト，納期，ニッチ競争，
企業化のタイミング 顧客ニーズヘの迅速な反応
成熟産業 (2) 一見非連続的な技術の連続性 (2) 製造とマーケティングの連携
企業 を発見すること (3) 事業部毎の分散化した研究開
(3) 研究のプロセス管理 発，製造技術については集権
(4) 人材の組合せ，配置 的
(4) 資源配分，資金の裏付け
(1)市場のニーズヘの対応 (2)技術シーズの生かし方 (3)組織，プロジェクト
(4)資源投入
1． 進化型技術開発
まず， 日本のハイテク産業企業の技術開発パクーンを進化型技術開発と呼
びたい。それは，非常に変化が激しい環境のもとで，組織の方向づけによっ
て設定された革新的プログラムや特設のプロジェクト・チームによって生み
出されたイノベーションの成果に対し，経験曲線効果を生かすような形の技
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術開発を行おうとするタイプである。たとえば，シャープは電卓に参入して
以来，電卓関連技術の追求の結果獲得したLSI，液晶，水晶，太陽電池と
言う技術を生かして，電訳機，ボケットコンピュータ，パソコン， ワープロ
と事業を展開してきた。このような展開は進化型技術開発類型の特徴を良く
表わしていると思われる。つまり個々の技術の開発それ自体は必ずしも業界
における画期的ブレークスルーではないかも知れない。それを補うコスト・
バフォーマンスでの強みを出すためにも，経験曲線を利用したコスト競争力
を実現すべく，積極的な生産・研究開発投資を行うというのが，この技術開
発類型に見られる特色である。この類型においては，過去の強みを継続的に
捨て去りながら，新たな技術・市場に対応していくことが求められている。
このような技術開発類型をもたらす根本原因の一つには，シャープの例に
も見られるように変化の激しい事業分野での経験と模索があげられる。・電卓
事業がその典型であるが，このような業界では技術の変化のスピードは極め
て速い。そのスピードについていきながら，徐々に事業分野を広げようとす
るときにこのようなタイプの技術開発がなされるであろう。
2. 転移型技術開発
また， 日本の成熟産業企業の技術開発のパターンを転移型技術開発と呼ぶ
ことにしたい。そこでは従業員の水平的移動性が低く，事業の売買慣行も定
着していないので，成熟産業企業といえども，製品ボートフォリオの観点か
らのリストラクチュアリングが速やかにはできない。ただし，経営者も従業
員も自らの問題として，組織の存続を何としてでも図ろうとするため，内発
的革新が起こりえる。そのとき，成熟化した産業の周辺に成長しつつあるい
くつかの関連産業があるという曝境条件がそのような内発的革新の対象を提
供する。アメリカのように製品ボートフォリオ考慮のもとに，技術的関連性
とは関係なく各事業への参入・撤退を行う場合とは異なって， 日本企業にお
いては，従来，培ってきた技術基盤をその有機的閲連性を保持しながら企業
内に維持していることがあり，そのような場合，それを新たな有望分野へ適
用するという行動様式をとる。このように，従来の強みを他分野へ移転する
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ノウハウが問われるのが，この技術開発類型の特色である。
成熟産業企業の技術水準は高度である。それらの産業の技術は，その変化
のスピードこそ遅くなって，硯状以上の改善は望み難いと言うマイナス・イ
メージをもっているが，硯在の技術体系については従来から蓄積した知識・
ノウハウの集積があるといえよう。それらの知識， ノウハウそれ自休ではな
くとも，その基本部分を他の領域に適用することによって，一見したとこ
ろ，関係のなさそうな分野への技術の取組みが可能になる場合があるといえ
よう。東洋醸造の場合の酒造りに伴なう酵醗技術がその例であり，醗酵技術
をペニシリンの生産に適用したことが以後の発展につながったといえよう。
このような適用のきっかけとして，戦後の「国策」によりペニシリンヘの取
組みを促されたという事実も興味深い。市場メカ弓ズムと「国策」の何れの
ほうが技術的な発展をガイドする力があるかは，興味深い問題であるが，「国
策」はしばしば結果的にみると，技術の飛躍を実現させる契機となっている
ことがある。銅線ケーブル・メーカーが電々公社のガイダンスのもと光ファ
イバー製造に参入したという事例も同様な例であるといえるであろう。東洋
紡績の場合にも，戦後，国策によりパルプに参入していたことが，酵母技術
への発展を経て，医薬への参入を可能にしたのである。
また，東洋醸造の場合でも，東洋紡績の場合でも，新たな技術に取り組ん
だ当時は本業による収益がそのような試みを支えていたという側面を見のが
すことは出来ないであろう。それと同時に，本業の伸びがそれ程期待できな
くなっており，そのような事態を何とか打開したいという願望もあったとい
う背景のもとに，このようなクイプの技術開発が展開されたといえよう。
8． ブレークスルー型技術開発
アメリカのハイテク産業企業の技術開発のパターンをプレークスルー型技
術開発と呼びたい。それは，製品コンセプトがシフトしていくような環境に
おいて，研究者の自律性を最大限発揮できるような研究組織のもとで生み出
された技術ブレークスルーをもとに新規分野に参入を行い，その後も技術リ
ーダーシップを取り続けていくような技術開発パクーンである。アメリカの
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ハイテク産業企業は，成功した技術・市場ブレークスルーからの成果を最大
限享受しようとするクイプの技術開発マネジメントを行おうとしていると言
えよう。
TIは探査サービス会社から， トランジスター， IC,等に取り組んでき
て以来，比較的日本企業と同様に製造プロセスの重要性を認識して積極的な
設備投資を行い，量産効果を実現すべくシェアアップを狙うなどの行動様式
を特色としてきた。それに加えて， ICの分野が比較的連続的変化が続発す
るような状態にあったために， TIの技術開発の様式をプレークスルーの連
続と見るのは不適切に思えるかも知れない。ただし，ほかのどの企業より
も，早くある産業に参入することを試み，そのための技術開発を推し進めよ
うとしてきたことは，プレークスルー型技術開発類型と呼ぶことを正当化す
るものであろう。産業のライフ・サイクルの初期からの参入，長期的な観点
に立ったステップ関数的変化（非連続的変化）を志向した計画のあり方がこ
のような技術開発類型をもたらすと思われる。このタイプの技術開発は，初
期の少数需要へ積極的に着目し，それを時代に先駆けた様々な形での展開に
続けていくことによって，事業を拡大していくようなクイプであると言えよ
う。
4. 焦点型技術開発
また，アメリカの成熟産業企業の技術開発のパターンを焦点型技術開発と
呼びたい。そこでは，顧客ニーズヘの迅速な対応を行うことを第一のねらい
とする的を絞りこんだ技術開発が行われている。ウィルソン・フーズ社の場
合も，以前は医薬品事業を保有していたわけであり， うまく技術休系を活用
すれば，バイオテクノロジーヘの取組も可能であっただろう。しかし，アメ
リカの事業売買の市場はそのような長期的可能性よりも，短期的・資金的収
益に着目する。資本市場も，四半期毎の収益性に関心を持つ。そのような制
度的環境のもとで重要視される製品ボートフォリオ・マネジメントは，各技
術間の浬在的技術関連性を重視しないのである d 制度的痕境と経営戦略が相
乗的に作用して，技術を組織で内部的に開発しようとするよりも，設備の供
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給業者がいい製品を作ってくれることに期待するという方針が取られること
になる。組織もそのような状況に適合するように編成されるであろう。そこ
で，技術開発の課題としては，いかに速やかに顧客のニーズに応えるかとい
う焦点の狭いものとなってしまっているといえよう。
そのため，アメリカの成熟産業企業が新規分野での技術開発に着手すると
きには，別会社を作って取り組む場合が多いようである。エクソン社の子会
社としてベンチャー戦略を実行するために設立されたエクソン・エンタプラ
イズ社は，従来の技術力とは関係のない新素材・コンピュータ・原子カエネ
ルギーなど実に多様な技術領域における技術開発を，企業の取得等を通じて
作りあげた子会社を利用しながら取り組んできている。このようなやり方は
日本の多くの成熟産業企業の技術開発スタイルと大きく異なるところである
と言えよう。
VlI 結綸
技術開発マネジメントをコンセプト形成の段階とプロジェクト推進の段階
とに区分し，それらが，日米のハイテク産業企業と成熟産業企業の間でどの
ように異なっているかを検討してきた。コンセプト形成とプロジェクト実行
とが， 日本とアメリカという異なる社会・経済的条件のもとで，どう異なる
のか，ハイテク産業と成熟産業という条件に関してはどのような差異がある
のかなどを問おうとしたのである。たとえば日本の成熟産業企業という状況
のもとで，各企業は様々なイノベーション，技術開発に取り組むであろう。
その取り組みの相遮やバリエーションが，同じ日本の成熟産業企業の中で
も，各企業のボリシー，社内の資源の保有状況によって，発生することは言
うまでもない。しかしながら本論文で設定した各グループ内部でのバリエー
ションよりも，各グループ間のバリエーションの方が顕著であるという観点
から，各グルーフ゜毎にどのような技術開発マネジメントの差異が見出される
か，その差異を類型化できないだろうかという問題意識のもとに議論を展開
してきたのである。
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その結果，種々の環境が次のようなクイプの技術開発マネジメントを不可
避なものとしていることを主張した。それは，進化型技術開発類型，プレー
クスルー型技術開発類型，転移型技術開発類型，焦点型技術開発類型と名付
けられたもので，それぞれ日本のハイテク産業企業，アメリカのハイテク産
業企業， 日本の成熟産業企業，アメリカの成熟産業企業に典型的に見られる
ものである。このようなパクーンは技術環境の変化のスピード，当該技術の
ひろがりの程度，競争の程度，従業員の定着性， M&A等事業売買の容易
さ，政府政策等の外部からの規制の程度，本業の収益性，研究者の自律性が
許容されている程度，企業の変化への取り組みの姿勢，対象とする顧客の絞
り込み方，等々の要因に依存して決まるであろう。本論文によって，いくつ
かの環境条件に対応する技術開発マネジメントの諸類型を示したが，今後の
課題は，以上に列挙した諸条件に応じて，技術開発マネジメントがどのよう
に影響されるかという側面の検討に加えて，様々な条件と制約を乗り越えて
企業のイノベーション努力がどのようになされるのかの側面の解明も行いつ
っ，技術開発マネジメントについての統合的究明を図ることである。
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の金井一頼助教授にコメントをいただいた。また，コンファレンスにおいては，一橋
大学の榊原清則助教授を始め多くの方々に有益なコメントをいただいた。また，研究
を完了させるに当って，関西大学の学術研究助成基金（奨励研究）の援助を受けた。
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